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1.  はじめに  

	
 近年、地方議員の不祥事が相次ぎ、県議会や市議会の活動内容への関心が

高まっている。民主党の前原代表（当時）は「政令指定都市選出の県議は必

要ない」と発言し、政令指定都市（以下、政令市）選出県議不要論を主張し

ている。理由として前原氏は、「政令市には都道府県並みの権限が与えられて

いる。権限が市にあるから、政令市の県議には仕事が無い」 ( 1 )ため、政令市

から選出された県議会議員は不要であると述べている。  

本論文では、民主党の前原代表（当時）の発言を踏まえ、政令市には道府

県並みの権限が与えられるため、政令市の「市議会」議員はよく働くと考え

る。「市議会」議員が一所懸命に働く分、政令市から選出された「道府県」議

員の仕事は減るはずである。従って、政令市から選出された「道府県」議員

が仕事をしない可能性が高まるはずである。  

本論文の目的は、政令市選出の道府県議員（以下、県議）の「ダメダメ度」、

即ち「仕事をしない度数」を検証することである。  

具体的には、道府県議会本会議における各議員の発言差を用い、政令市選

出県議がどの程度仕事をしているのかを実証的に分析する。ここでは議員が

どの程度「仕事をしている」のかということを、道府県議会における議員の

「発言文字数（以下、発言数）」として置き換えて実証分析を行っている。  

	
 本論文では「発言数」を応答変数として重回帰分析を行った結果、予想に

反して、政令市選出県議と発言数は関係があるとは言えないことがわかった。

つまり、県議が政令市から選出されていることが議員の発言数に影響を与え

ているわけではない、ということがわかった。  

	
 本論文は以下のように構成されている。第二節では、地方議員と政令市選

出県議に関する先行研究を紹介し、第三節では、仮説を提示する。第四節で

は、本論文で用いるデータの解説とその根拠を説明する。第五節では、デー

タの分析結果の提示と解釈を行い、第六節では、結論と今後の展望について

述べる。  
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2.  先行研究  

現在、道府県議会内での発言数に関する実証分析の研究は存在しないが、

地方議員に関する研究は多く存在する。本節では、本論文で取り扱うテーマ

に関連があると思われる、地方議員と政令市選出県議に関する 2 つの先行研

究を紹介する。 1 つ目の研究は、砂原の『地方政府の民主主義』 (2013)であ

る。砂原は、地方議員は都道府県の領域を分割した中選挙区制の下で、「自ら

の選挙区で勝利を収めるために、都道府県の全体の利益とは必ずしも一致し

ない特定の地域を代表する傾向が強くなる」と述べている（砂原 2013, p.48）。

つまり、地方議員は選出された選挙区の利益を優先する傾向があると、砂原

は指摘している（砂原 2013）。  

2 つ目の研究は、北村の『政令指定都市 -百万都市から都構想へ』 (2013)で

ある。北村は、政令市選出県議が議会内でどの程度の規模を占めているかが、

政令市の利益表出にとって重要であると主張している。一例として、京都府

議会と大阪府議会における両府議会の中で、政令市選出の議員が占める割合

を比較している。京都府議会では全議員の約 55%が京都市（政令市）から選

出されているため、京都市を中心とした府の事業や施策が展開されやすい。

他方、大阪府議会では政令市である大阪市と堺市から選出されている議員の

割合が全体の約 40%なので、政令市以外の選挙区から選出された府議会議員

達と比較すると、大阪市と堺市のために影響力を発揮する余地は小さいと北

村は指摘している。また実際に、政令市の市議会議員の中には「大阪市選出

の府議会議員たちは一体何をやっているんだ」と批判する議員も少なくない

とも述べている（北村 2013, pp.204-205）。  

しかし、いずれの研究においても道府県議会の議員個人を分析対象とし、

その発言については言及していない。本論文では、政令市から選出されてい

る県議とそうでない県議の議会での発言数に着目して分析を行う。  

 

3 .  仮説  

	
 本論文では第一節で述べたように、民主党の前原代表（当時）の発言を踏



 4 

まえ、政令市選出県議は本当に仕事をしないのか、ということを検証する。

県議の仕事量を判断する際には、それぞれの議員の議会への法案提出数や出

席率、地元行事への参加状況などを総合的に判断する必要があると思われる。

しかし、特定の県議が他の議員と比較してどの程度仕事をしているのか、と

いうことを正確に計量化して分析することは容易なことではない。ここでは、

議員の仕事量を計る一つの手がかりとして、議員が「どの程度仕事をしてい

る」のかということを、道府県議会における議員の「発言数」として置き換

えて実証分析を行う。本論文では次の仮説を検証する。  

 

仮説：「政令市から選出されている県議は、そうでない県議と比較すると、よ

り発言しない」  

 

	
 政令市から選出されている県議は、そうでない県議と比べ、より発言しな

い理由として、民主党の前原代表（当時）は「政令市には都道府県並みの権

限が与えられ・・・、権限が市にあるから、政令市の県議には仕事が無い」

ためとしている。しかし、ここで前原氏が言う「権限」の内容については、

明らかにしていない。本論文では、この前原氏の発言を次の様に解釈する。  

即ち、政令市には道府県並みの権限が与えられているため、政令市の「市議

会」議員はよく働くと考えられる。「市議会」議員が一所懸命に働く分、政令

市から選出された「道府県」議員の仕事は減るはずである。従って、政令市

から選出された「道府県」議員が仕事をしなくてもいい可能性が高まるはず

である。  

	
 図 1 は、本論文で扱う分析モデルである。このモデルの応答変数は「発言

数」で、分析単位は議員個人である。ここでの主要な説明変数は「政令市選

出県議か否か」である。我々は、県議が政令市選出であれば発言数は減少す

ると予想している。  

また、コントロール変数として「当選回数」、「年齢」、「政党議席率」、「道

府県ダミー」を使用している。「当選回数」を考慮する理由は、当選回数の多
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い議員ほど知名度も高く選挙地盤が盤石であるため、発言数が減ると考えら

れるからである。「年齢」を考慮する理由は、若手の議員ほど次の選挙で当選

する確率を上げるため、道府県議会を自己アピールの場と位置づけ、積極的

に発言の機会を得ようとするのではないかと考えられるからである。「政党議

席率」を考慮する理由は、地方議会では政党の議席率が大きいほどより多く

の発言時間が配分されており、発言者の所属政党の影響をコントロールする

必要があるためである。当然のことであるが、議席率の高い政党に所属する

議員ほど、多く発言すると予想できる。「道府県ダミー」を考慮する理由は、

各道府県議会の特徴の違いをコントロールするためである。  

以上のコントロール変数をモデルに含めることによって「政令市選出県議」

が「発言数」に与える単独の影響を抽出することができる。  

 

 

図 1	
 分析モデル  

（注：著者が作成）  

4 .  データ  

本論文では、2011 年 4 月統一地方選挙から 2015 年 4 月統一地方選挙まで

の 4 年間における 13 道府県議会の本会議のデータを用いる ( 2 )。応答変数であ

る「発言数」に関しては、各道府県議会の HP 上にある会議録検索を使って、

著者が議員の発言を文字数として数値化し集計した ( 3 )。各議会の本会議を使

用した理由は、議員が原則全員参加で議論を行う場であると考えられるから
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である。また、期間中に各議会の議長・副議長経験者は事務的な発言が多く

なるため分析から除外している。  

主要な説明変数である「政令市選出県議」は 2011 年統一地方選挙時の選

挙区のデータから、政令市選出の議員を１、その他の議員を 0 として使用し

ている。コントロール変数である「当選回数」「年齢」「政党議席率」に関し

ては 2011 年統一地方選挙時のデータを使用した（読売オンライン「 2011 年

統一地方選挙」 2015-07-01）。  

	
 表 1 は、本分析で使用したデータの記述統計である。表の左端から右に向

かい、変数名、平均、標準偏差、最小値、最大値を表している。本分析の応

答変数である「発言数」とは、2011 年 4 月統一地方選挙から 2015 年 4 月統

一地方選挙までの 4 年間における 13 道府県議会本会議での各議員の発言数

である。最小値 0 文字から、最大値 139,450 文字までばらつきがあり、平均

約 32,689 文字分の発言があったことがわかる。  

	
 説明変数である「政令市選出県議」は最小値 0（非政令市選出県議）から

最大値 1（政令市選出県議）を表している。  

	
 コントロール変数である「当選回数」は最小値 1 回から、最大値 11 回ま

でばらつきがあり、平均約 3 回である。「年齢」は最小値 25 歳から、最大値

79 歳までばらつきがあり、平均約 52 歳である。「政党議席率」は最小値 0.8%

から、最大値は約 61%までばらつきがあり、平均は約 31%である。N=1028

とは、分析した県議の観測数を示している。  
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表 1	
 記述統計  

 
N＝ 1028 (注： Stata10 を用いて著者が作成 )  

 

図 2 は県議の発言数のばらつきを表したヒストグラムである。縦軸は「観

測した議員数」を表しており、上にいくほど議員数が多くなることを示して

いる。横軸は「発言数」を表しており、右に行くほど発言数が大きくなるこ

とを示している。図 2 から、全く発言をしていない文字数 0 の議員が極端に

多いことがわかる。  

 

 
図 2	
 2011 年 4 月から 2015 年 4 月までの「発言数」のばらつき  

（注： Stata10 を用いて著者が作成）  
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表 2 は、2011 年 4 月から 2015 年 4 月までの道府県議会で、特に発言数の

多かった議員上位 20 名のランキングである。なお、★マークは議員が政令

市選出であることを表している。上位 10 名を見ると、新潟県上越市選出の

小山芳元議員と岡山県久米郡選出の青野高陽議員を除いて、政令市選出県議

で占めている。全体的に西日本の議員がよく発言している傾向が見られる。  

 

表 2	
 道府県議員発言数	
 ランキングトップ 20 

2011 年 4 月〜 2015 年 4 月（注：著者が作成）  

 

★	
 マークは政令市選出県議であることを表している。  
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 図 3 は道府県議会別の発言数の箱ひげ図であり、議会ごとの文字数の散ら

ばり具合を示している ( 4 )。箱の位置が図の上部にあり箱が短ければ、発言数

の多い議員が集中している都道府県であることを示している。他方、箱の位

置が図の下部にあり箱が長ければ、発言数が少なく散らばりが大きい都道府

県であることを示している。最も発言数の散らばりが大きいのは岡山県議会

であり、最も発言数の散らばりが小さいのは大阪府議会である。  

 

 

図 3	
 2011 年 4 月から 2015 年 4 月までの道府県議会別  

「発言数」の箱ひげ図  

（注： Stata10 を用いて著者が作成）  

 

	
 図 4 は 2011 年 4 月から 2015 年 4 月までの本会議の定例会別「平均発言

数」の散布図である。縦軸は、全道府県議の「平均発言数」を表しており、

上に行くほど議員の平均発言数が多いことを示している。横軸は、2011 年 4

月統一地方選挙から 2015 年 4 月統一地方選挙までに開催された 6 月、9 月、

12 月、 2 月の本会議定例会（以下、定例会）を時系列ごとに示したものであ
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る。  

図 4 では、緩やかな線が書かれているが、これは時間が経つにつれて平均

発言数が減少傾向にあることを示している。定例会別に見ると、6 月と 12 月

に行われた本会議定例会での平均発言数は少ない傾向が見られる一方で、 2

月と 9月に行われた定例会での平均発言数は多い傾向が見られる。また、2015

年 2 月に注目してみると、例年の 2 月定例会に比べ、明らかに平均発言数が

減少していることがわかる。要因として、2015 年 4 月の統一地方選挙に向け

た準備等に追われ、全体的に発言数が減っているのではないかと考えられる。 

 

 
図 4	
 2011 年 4 月から 2015 年 4 月までの本会議の定例会別  

「平均発言数」の散布図  

（注： Stata10 を用いて著者が作成）  

 

	
 図 5 は「発言数」と「政令市選出県議」の箱ひげ図である。縦軸は発言数

を表している。上に行くほど、議員の発言数が多いことを示している。左の

箱ひげ図が非政令市選出県議であり、右の箱ひげ図が政令市選出県議を表し

ている。散らばり具合はほぼ同じであることがわかる。  
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図 5	
 「発言数」と「政令市選出県議」の箱ひげ図  

（注： Stata10 を用いて著者が作成）  

 

5 .  分析結果  

表 3 は、「発言数」を応答変数とした重回帰分析の結果を表している。表

の左端から右に向かって、説明変数、分析前の予測、分析結果、t 値、P 値 ( 5 )、

Beta 値 ( 6 )を表している。観測数の 1028 は分析に使った議員数を表している。

次に、 Prob>F の値が 0.000（ 0％）であるため、この回帰モデルは母集団で

も一定の説明力を持つといえる。また、補正 R²を見る限り、このモデルでは

応答変数である「発言数」の分散の約 34％を説明しているといえる。この重

回帰分析から得られた結果は以下の四つである。  

第一に、予想に反して、政令市選出の県議ほど議会で発言しないという仮

説は支持されないということがわかった。「政令市選出県議」と「発言数」の

仮説が支持されなかった理由としては 2つ挙げられる。1つ目の理由として、

我々が想定した仮説が間違っていた可能性がある。本論文では、政令市には

道府県並みの権限が与えられているため、政令市の「市議会」議員は一所懸

命に働くと想定し、政令市から選出された「道府県」議員は働く必要がなく
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なり仕事をしないと考え分析を行った。本論文の結果が示しているのは、こ

の想定自体が現実とは異なる可能性を示唆している。 2 つ目の理由として、

仮説の作業化が誤っていた可能性がある。本論文では議員の仕事量を計る一

つの手がかりとして、議員が「どの程度仕事をしている」のかということを、

道府県議会における議員の「発言数」と置き換えて実証分析を行ったが、こ

の作業化が不適切であった可能性を示唆している。  

第二に、予想通り、「当選回数」が 1 回増えると「発言数」は 3,872 文字

少なくなることがわかった。本論文では、当選回数の多い議員ほど知名度も

高く選挙地盤が盤石であるため、発言数が減ると予想したが、当初の想定ど

おり、当選回数の多いベテラン議員より新人議員の方が多く発言しているこ

とが分かった。  

第三に、「年齢」に関する結果を見る限りでは、統計的に有意な関係は見ら

れなかった。本論文では、若手の議員ほど次の選挙で当選する確率を上げる

ため、道府県議会を自己アピールの場と位置づけ、積極的に発言の機会を得

ようとするのではないかと想定したが、これは支持されなかった。  

最後に、予想に反して「政党議席率」が１％増加すると「発言数」は 29,655

文字少なくなることがわかった。本論文では、地方議会は政党の議席率が大

きいほどより多くの発言時間が配分されているため、議席率が大きい政党ほ

ど発言数が多いと想定したが、これとは逆の結果が得られた。つまり、議席

率の小さい政党に所属する県議ほど、より多く発言しているということであ

る。理由として議席率の小さい政党では、議会で発言する人が特定の議員に

限られるため、結果として特定の議員の発言機会と発言量が多くなると考え

られる。逆に、議席率の大きい政党では、政党を構成する議員の数が多くな

るため、一人一人の発言する機会が減ってしまい、結果的に発言量が少なく

なっていると考えられる。  

 

 

 



 13 

表 3	
 重回帰分析の結果 ( 7 )  

 
有意確率  ***	
 P<0.01	
 **	
 P<0.05	
 *	
 P<0.1 

（注： Stata10 を用いて著者が作成）  

 

6 .  結論と今後の展望	
  

	
 本論文では、2011 年 4 月から 2015 年 4 月の統一地方選挙までの道府県議

会本会議おける各議員の仕事量を「発言数」に置き換え、政令市選出の県議

は仕事をしないという仮説検証を試みた。その結果、予想に反して、政令市

選出県議と発言数は関係があるとは言えないことがわかった。つまり、県議

が政令市から選出されていることが議員の発言数に影響を与えているわけで

はないことが明らかになった。  

	
 本論文における今後の展望としては二点挙げられる。第一に、応答変数で

ある「発言数」から一歩踏み込んだ「内容分析」をすることである。議員の

発言「数」だけでなく、具体的な発言「内容」を分析することで、議員行動

に関してさらに興味深い研究ができるはずである。第二に、委員会での発言

も考慮に入れることである。本論文では議員が原則全員参加であり、議会に

おける主要な議論の場であるとして各議会の本会議のデータを使用した。し

かし、委員会を中心に発言し、活動している議員も少なくない。各道府県議

会の委員会によって定数や所属といった特徴の違いがあるが、これをコント

ロールし、変数として加えることができれば、議員の仕事量に関してより正

確な分析ができるはずである。  
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（注）  
（ 1）	
 江田けんじ「コラム」より引用：  

http: / /www.eda-k.net/column/week/2006/03/20060313.html 
 

（ 2）	
 東京都を含め政令市が存在しない都道府県議会は、本論文では除外し

ている。また、宮城県議会は 2011 年 4 月の統一地方選挙で実施され

ず、 9 月に実施され、他の議会と時間的なズレが生じるためデータか

ら除外した。また、2012 年 4 月に政令市に指定された熊本市を有する

熊本県議会は、因果推論における時間的先行という条件を満たせない

ためデータから除外している。よって、本論文では宮城県議会と熊本

県議会を除いた 13 道府県議会の本会議のデータを使用している。なお、

13 道府県における政令市選出県議 378 人、非政令市選出議員 712 人

（計 1090 人）から議長・副議長を除いた 1028 人がデータの対象とな

っている。  

（ 3）	
 「発言数」の集計方法は各議会 HP 上の会議録検索機能を用いて、本

会議の議事録の原文の文字数をカウントし、「発言文字数」として議員

ごとに集計した。  

（ 4）	
 箱ひげ図とは最小値、第 1 四分位、中央値、第 3 四分位、最大値の 5

つの数字を使って、データの中心的傾向や散らばり傾向がわかる統計

的手法の 1 つである（浅野・矢内 2013, p.81）  

（ 5）	
 P 値とは帰無仮説が正しいとき、検定統計量が実際にデータから得ら

れた値 T 以上に分布の中心からかけ離れた値をとる確立である（浅

野・矢内 2013, p.119）  

（ 6）	
 Beta 値は、それぞれの説明変数が応答変数に対してもつ個々の影響力

の強度を示している。  

（ 7）	
 本分析では 12 の道府県ダミー変数を用いているが、ここでは省略して

いる。  
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